(第8号様式)




（3/6）

(記入日)　　　年　　月　　日
（宛先）名古屋市長
実績報告書
　住宅等の脱炭素化促進補助金交付要綱第14条第1項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　補助事業者（申請者）
	フリガナ
	

	氏名／法人名
	

	現住所
	〒

	(注）実績報告書提出時の住民票住所を記載してください。

	代表者
役職氏名
	
	（注）法人区分の場合は記入してく　　
ださい。

	生年月日
	　　　年　　　　月　　　　日
	（注）法人区分の場合は代表者の
情報を記入してください。

	電話番号
	（法人区分の場合 担当者氏名：　　　　　）
	（注）日中連絡のできる電話番号
を記入してください。

	交付決定番号
	
	


２　問合せ先（この実績報告書について、詳細が分かる方を記入してください。）
（いずれかにチェック）□ 補助事業者（申請者）本人　　□ その他（以下を記入）

	会社名･団体名等
	
	担当者氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	


３ 導入した対象システム（いずれかにチェック）
□ 太陽光発電設備、ＨＥＭＳ、蓄電システム又はＶ２Ｈ充放電設備の一体的導入
　　※選択した方にチェック　□ 蓄電システム　□ Ｖ２Ｈ充放電設備
□ ＺＥＨを構成する設備
□ ＺＥＨ＋又はＬＣＣＭ住宅を構成する設備
※設置した場合はチェック　□ ＺＥＨ、ＺＥＨ＋又はＬＣＣＭ住宅と同時に設置する蓄電システム
□ Ｖ２Ｈ充放電設備
□ 既設の太陽光発電設備に接続する蓄電システム

□ 断熱窓改修
□ 家庭用燃料電池システム

４　施工した事業者
	事業者名
	

	所在地
（いずれかにチェック）
	□ 名古屋市内　　□ 愛知県内　　□ その他（　　　　　　　）


５　対象システムの設置（導入）場所
（いずれかにチェック）□ 申請者現住所と同じ　□ その他（以下に住所を記入）
	住　所
	


６ 事業期間
	交付決定日
	年　　　月　　　日
	(注)交付決定通知書に記載された交付決定日を記入してください。

	事業着手日
	年　　　月　　　日
	(注) 建売の場合は記入不要です。
(注) 交付決定日以降に事業に着手することが交付要件です。

	電力受給開始日
	年　　　月　　　日
	(注)一体的導入、ＺＥＨ、ＺＥＨ＋、
ＬＣＣＭ住宅の場合は、記入し
てください。

	事業完了日
	年　　　月　　　日
	(注) 令和8年3月6日までに事業が完了することが交付要件です。


(注) 一体的導入に係る申請の場合、事業完了日は太陽光発電設備にかかる電力の受給開始日または工事完了日のいずれか遅い日を記入してください。
(注)ＺＥＨ、ＺＥＨ＋、ＬＣＣＭ住宅に係る申請の場合、事業着手日は住宅の基礎工事完了後の工事の着手日
を記入し、事業完了日は住宅の引渡日又は補助対象経費に係る工事完了日のいずれか遅い日を記入してく
ださい。　
７　誓約事項（本補助金を利用する場合は、以下の項目を確認のうえ誓約し、チェックしてください。）
	□
	本報告書は交付要綱の内容を満たしており、報告に虚偽があった場合、交付決定を取り消されることに異議を申し立てません。


８　備考（報告にあたり特に連絡する事項があれば記入してください。）
	


＜太陽光発電設備、ＨＥＭＳ、蓄電システム又はＶ２Ｈ充放電設備の一体的導入＞
太陽光発電設備について、次の９～１１を記入し提出してください。
９　対象システムの概要
	発電設備の認証
（いずれかにチェック）
	□ ㈶電気安全環境研究所(JET)の認証を受けている
□ その他の機関（認証機関名:           ）の認証を受けている

	太陽電池
パワーコンディショナ
	メーカー名
	

	
	型式
	

	
	製造番号
	

	公称最大出力※と

使用枚数
※日本産業規格又はＩＥ

Ｃ等の国際規格に規定さ

れる太陽電池モジュール

の公称最大出力
	①
	
	W×
	
	枚＝
	
	W

	
	②
	
	W×
	
	枚＝
	
	W

	
	③
	
	W×
	
	枚＝
	
	W

	
	④
	
	W×
	
	枚＝
	
	W

	太陽電池の最大出力
	①から④の合計
	W⇒
	 (注)小数点以下第2位未満切捨
	kW


１０　補助対象経費（税抜）（補助対象経費については、「一体的導入補助対象経費について」を参照)
	円


１１　補助金交付申請額（上限金額を超える場合は、上限金額を記入してください。)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　   円 （（A）×（B））

	上限金額
	戸建住宅（10年超）
	299,700円

	
	戸建住宅（10年以下）
	199,800円

	
	戸建住宅（新築）
	99,900円

	
	共同住宅
	249,750円

	太陽電池の最大出力9.99kW



蓄電システムを選択した方はこちらのシートに記入してください。
＜太陽光発電設備、ＨＥＭＳ、蓄電システム又はＶ２Ｈ充放電設備の一体的導入＞
ＨＥＭＳについて、次の１２～１４を記入してください。

１２ 対象システムの概要

	メーカー名
	

	機器型番
	


１３　補助対象経費（税抜）（補助対象経費については、「一体的導入補助対象経費について」を参照)
	円


１４　補助金交付申請額
	10,000　円


蓄電システムについて、次の１５～１７を記入してください。
１５ 対象システムの概要

	メーカー名
	

	型番
	
	（注）パッケージ型番、システム代表品番等を記入してください。

	蓄電容量
	kWh（A）
	
（注）小数点以下第1位未満切捨

	パワーコンディショナの
タイプ
	□ 専用　　□ ハイブリッド     （いずれかにチェック）


１６　補助対象経費（税抜）（補助対象経費については、「一体的導入補助対象経費について」を参照)
	円


１７　補助金交付申請額
	　　
円 （（A）×1.5万円）


１８　補助金交付申請総額（11、14、17の補助金交付申請額を合計した金額を記入してください。）
	円


Ｖ２Ｈ充放電設備を選択した方はこちらのシートに記入してください。
＜太陽光発電設備、ＨＥＭＳ、蓄電システム又はＶ２Ｈ充放電設備の一体的導入＞
ＨＥＭＳについて、次の１９～２１を記入してください。

１９ 対象システムの概要

	メーカー名
	

	機器型番
	


２０　補助対象経費（税抜）（補助対象経費については、「一体的導入補助対象経費について」を参照)
	円


２１　補助金交付申請額
	10,000　円


Ｖ２Ｈ充放電設備について、次の２２～２４を記入してください。

２２ 対象システムの概要

	メーカー名
	

	型式
	


２３　補助対象経費（税抜）（補助対象経費については、「一体的導入補助対象経費について」を参照)
	円


２４　補助金交付申請額
	50,000　円


２５　補助金交付申請総額（11、21、24の補助金交付申請額を合計した金額を記入してください。）
	円


≪一体的導入補助対象経費について≫
	設備名
	補助対象経費となるもの
	補助対象経費とならないもの
※申請者が選択可能でシステム上必要不可欠ではないもの

	太陽光
発電設備
	・太陽電池モジュール、架台、パワーコンディショナ（蓄電システムと同時に設置する場合のハイブリッドパワーコンディショナを除く）に係る費用
・その他の付属機器（接続箱、直流側開閉器、交流側開閉器）に係る費用
・設置工事（電気工事、安全対策等を含む）に係る費用
	・申請者が任意で加入する長期
保証等の保証料
・発電状況表示モニターの購入
及び設置に係る費用
・補助金申請の手続きのみに係る費用
・太陽光発電設備の設置以外の
工事に係る費用（建物リフォーム工事、外構工事等）

	ＨＥＭＳ
	1 ・本体機器（データ集約機器・通　
2 　信装置・制御装置・モニター装　
置）及び計測装置の購入に係る
費用
・設置工事（電気工事、安全対策　
等を含む）に係る費用
	・ＨＥＭＳと接続する空調機や照　
　明器具等の電気機器、器具類

・ＨＥＭＳと接続し表示あるいは操作用機器として用いられるパソコン、タブレット、スマートフォン、テレビ

・サービス利用料、通信費
・太陽光発電設備及び蓄電システムの設置に係る費用

・補助金申請の手続きのみに係る

費用

	蓄電
システム
	・リチウムイオン蓄電池、制御部（例：蓄電池ユニット）に係る費用
・電力変換装置（インバータ、コ　
ンバータ、パワーコンディショ
ナ）に係る費用
・その他付属機器（計測・表示装
置、配線、配線器具）に係る費　
用
・設置工事（電気工事、安全対策　
等を含む）に係る費用
	1 ・システム設置以外に係る工事
2 　費や系統連系に係る費用
・申請者が任意で加入する長期保証等の保証料
・太陽光発電設備及びＨＥＭＳの設置に係る費用
・補助金申請の手続きのみに係る費用


	Ｖ２Ｈ
充放電
設備
	・Ｖ２Ｈ充放電設備本体に係る費用

・電力転換装置及びその他付属機
器（計測・表示装置、配線、配線器具）に係る費用

・設置工事（電気工事、安全対策等を含む）に係る費用
	・システム設置以外に係る工事費

・申請者が任意で加入する長期保証等の保証料

・補助金申請の手続きのみに係る費用


　
（宛先）名古屋市長

補助金交付請求書

住宅等の脱炭素化促進補助金交付要綱第16条第1項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

１　補助事業者（申請者）
	フリガナ
	

	氏名／法人名
	

	現住所
	〒

	(注）実績報告書提出時の住民票住所を記載してください。

	代表者
役職氏名
	
	（注）法人区分の場合は
記入してください。

	生年月日
	　　　年　　　　月　　　　日
	（注）法人区分の場合は代表者の
情報を記入してください。

	電話番号
	（法人区分の場合 担当者氏名：　　　　　）
	（注）日中連絡のできる電話番号
を記入してください。

	交付決定番号
	
	


２　補助金請求額
	金額
	
	十万
	
	万
	
	千
	
	百
	
	十
	
	一
	
	(注)金額を書損じた場合は新しい用紙に書き直してください。
修正は認められません。

	
	
	
	
	
	
	
	，
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　補助金振込先口座（振込先口座がわかるもの（通帳等の写し）の提出も必要です。）
	金融機関名
	

	支店名
	

	預貯金種類
	□　普通　　　　　□　当座　　（いずれかにチェック）

	フリガナ
	

	口座名義人
	(注)補助事業者本人名義の口座を記入してください。

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	


実績提出時チェックリスト（一体的導入）
※書類を提出する前に、必ずご確認ください。
※申請書や添付書類の控えを取ってください。ご提出いただいた申請書等の返却はいたしかねますので予めご了承ください。
	提出書類

	□
	実績報告書（第8号様式）
➤申請書に、未記入箇所・チェック漏れ・記入ミスはありませんか。

	□
	申請者の「住民票」または住所、氏名、生年月日が記載された「住民票記載事項証明書」の写し（郵送時の消印日前6か月以内に発行されたもの）
※申請者が対象システムを設置した住宅に居住していない場合は、当該住宅に居住している家族等のものも必要です。
※法人が申請する場合は不要です。
➤「個人番号」は（省略）となっていますか。

	□
	太陽電池モジュールの設置状況を示すカラー写真（全ての枚数が確認できるもの）
➤実績報告書９「対象システムの概要」で記載したすべての枚数が、写真により確認できますか。※太陽電池モジュールの設置状況が確認できない部分がある場合、別の角度から撮影するなどして、必ず全ての枚数が確認できるようにしてください。
➤申請時に提出した配置図のとおりに設置していることが確認できますか。
※申請時から配置を変更している場合は、変更後の配置図を添付してください。

	□
	パワーコンディショナの設置状況を示すカラー写真

	□
	HEMSの設置状況を示すカラー写真
※HEMS機器本体及びモニター等

	□
	蓄電システム又はV2H充放電設備の設置状況を示すカラー写真
※蓄電システム：蓄電池ユニット及びパワーコンディショナ等
V2H充放電設備：V2Hスタンド、V2Hポッド等
※システムにモニターが含まれる場合はモニターの写真も提出してください。

	□
	領収書等の写し（内訳等により、補助対象経費を支払ったことが証明できるもの）
➤宛名は、「実績報告書」及び「請求書」の申請者氏名と一致していますか。
※例えば夫が申請者の場合、妻名義の領収書は使用できません。（連名であれば可）
➤印紙は正しい金額で貼付・消印がされていますか。（電子領収書の場合は不要です。）

➤申請時の契約書と金額が異なる場合、但し書き等で各対象システムの補助対象経費の内訳の記載がありますか。

	□
	電気事業者が発行する「発電設備の連系に関するお知らせ」
➤住所は実績報告書の設置場所と一致していますか。

	□
	メーカー又はメーカーを代行する業者の発行する太陽電池モジュールの出力対比表の写し（設置した全てのモジュールの製造番号及び実出力が記載されているもの）
※メーカーを代行する業者が発行する出力対比表を提出する場合は、太陽電池モジュールに同梱されている製造番号表（製造番号と出力値が記載されているもの）の写しを添付してください。

	□
	パワーコンディショナのメーカー名、型式及び製造番号が確認できるもの（銘板のカラー写真、保証書の写し又は検査成績証の写し等）

	□
	HEMSの保証書又は出荷証明書等の写し
（保証開始日又は出荷日、補助事業者の氏名及び型番が確認できるもの）

	□
	蓄電システム又はV2H充放電設備の保証書又は出荷証明書等の写し
（保証開始日又は出荷日、補助事業者の氏名及びパッケージ型番が確認できるもの）
➤蓄電システムの場合、SIIに登録されているパッケージ型番が記載されていますか。

	□
	補助金交付請求書（第９号様式）

	□
	通帳の写し等補助金の振込先口座の情報が確認できる書類
➤口座は申請者名義のものになっていますか。



	次に該当する場合は、以下の書類も必要です。

	□
	【新築住宅に設置した場合①】
設置した住宅全体のカラー写真
※複数の住宅が写っている場合は、矢印等で特定してください。

	□
	【新築住宅に設置した場合②】
住宅の引渡証明書等の住宅の引渡日が確認できる書類

	□
	【申請時に屋根面の写真を提出しなかった場合もしくは申請時から設置場所を変更し、申請時に該当の屋根の設置前写真を提出していない場合】
設備設置前（架台等を屋根に取り付ける前）の屋根面のカラー写真

	□
	【交付決定番号の末尾がB、Eの方】
「なごや太陽光倶楽部」実績報告モニター用エントリーシート
　※「再生可能エネルギー受給電力量のお知らせ」の写しを併せて添付してください。
　実績報告時点で、電力会社から発行されていない場合は、発行後速やかに提出してください。

	□
	【集合住宅に設置した場合】
非常用コンセントの設置状況を示すカラー写真・非常用コンセントを居住者に周知したことが分かるもの
※自立運転機能を備えた対象システムを設置した場合に限ります。


R７脱炭素








（第9号様式）





（次ページに続きます）








